


日本政府は、1946年に結ばれた国際捕鯨取締条約の第８条を日本が調査捕鯨を実施する根拠としています。
「捕鯨国同士の競合による」クジラ資源の枯渇をさけるために作られたものです。

国際捕鯨取締条約 第8条
1. この条約の規定にかかわらず、締約政府は、同政府が適当と認める数の制限及び他の条件に従って自国民のいずれか
が科学的研究のために鯨を捕獲し、 殺し、及び処理することを認可する特別許可書をこれに与えることができる。また、
この条の規定による鯨の捕獲、殺害及び処理は、この条約の適用から除外す る。各締約政府は、その与えたすべての前記
の認可を直ちに委員会に報告しなければならない。各締約政府は、その与えた前記の特別許可書をいつでも取り消すこ
とができる。（外務省訳）

　調査捕鯨は、1937年、ノルウェーの鯨類学者ベルガーセン
によって提案され、その後1946年採択された国際捕鯨取締条
約で継続されました。（真田：IKA-NEWS 46号「調査捕鯨の
ルーツを探る」）つまり、商業捕鯨の行われていた時代に、
新種発見や資源の状況を知るための調査として発案され、そ
の後クジラ資源の乱獲を規制するために結ばれた前記条約で
引き継がれたのが調査捕鯨です。
　しかしそのごく初期から、捕獲が禁止されている種の捕獲
の正当化に使われる問題をはらんでいました。日本も、
1960~70年代、南極で最大100頭、沿岸で200頭のマッコウクジ
ラ捕獲を許可しました（同じく「調査捕鯨のルーツを探る」）。
また、1976年にはニタリクジラ240頭の許可を出しました。

　IWCでは、調査の名の下の捕獲を管理しようと1985年には
ガイドラインを作成し、特別許可申請書を審査することと
し、1986年には本会議で決議されました。しかし、日本政府
はニタリクジラの調査捕鯨にヒントを得て、調査名目の捕
鯨を計画しました(日本鯨類研究所十年誌)。それに対し
て、IWCは決議に基づき、日本の提出した計画書が科学調査
の要件を満たしていないと中止勧告を出しました。にもかか
わらず日本政府は許可を発効し、調査が実施されました。そ
の後、IWC本会議は繰り返し調査捕鯨の中止を決議します。
しかし日本政府は1994年に北西太平洋での調査捕鯨を開始、
2006年に南極海第２期計画を実施するなど、調査捕鯨の拡大
を続けてきました。

日本鯨類研究所（鯨研）に
対し調査の実施許可

政府、調査の計画を
IWCに60日前に通告

鯨研が共同船舶から
傭船し、

捕獲調査を実施

クジラの捕獲
鯨研が標本採集、分析、

データ収集共同船舶に委託して
鯨肉販売

売り上げで
次回調査捕鯨を実施

　2011年2月18日、日本政府は政府が許可し、日本鯨類研究所が実施している南極海第二期鯨類捕獲調査（JARPAII）を、反捕鯨活動か

ら船員及び船舶を保護するため中止すると発表しました。メディアはこぞってこのニュースを伝えましたが、肝心のこの調査という

のは何を調べ、どういう成果が上がっているのか、実はほとんどの人たちが知らないのではないでしょうか。

　いくつかの事実を紹介し、これまでの経過をたどりながら、調査捕鯨が今後どうなるか、どうすればいいのかを見ていきましょう。

国際捕鯨取締条約

調査捕鯨の歴史　― 最初から、商業利用の危険性があった

調査捕鯨の流れ

捕獲しているクジラたち
■南極海 推定個体数（IWCによる）

±50

ミンククジラ
南半球ミンククジラ
（クロミンククジラ）

1987～2005
2006～2010

±330
±850

ミンククジラ
　北西太平洋および
　オホーツク個体群
　(O-stock, J-stock)

1994～2010
2000～2004

2004～

±100
60
120

■北西太平洋

マッコウクジラ
ハクジラ種
体長：11～20ｍ
体重：20～45t
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日本

商業捕鯨の現状

商業捕鯨再開に必要なこと

IWC加盟国

ミンククジラを捕るために必要なこと ミンククジラ以外を
母船式で捕るために必要なこと

モラトリアムの
解除

完成、合意済

完成、合意済

完成、合意済

RMS：改訂管理方式
（監視員制度など）

RMP：改訂管理方式
（捕獲可能頭数を算出）

参加国3/4の支持が必要

  

参加国3/4の支持が必要

  

参加国3/4の支持が必要

  

脱退した場合

各国の立場の違い

デンマーク：グリーンランド

米国：アラスカ州・オレゴン州

St.ヴィンセント及びグレナディーン諸島

ロシア：チュコト半島

自家消費

自家消費

自家消費

自家消費

人口増に合わせて捕獲枠拡大を求めている

5年毎に見直し

5年毎に見直し

5年毎に見直し

カナダ

インドネシア

先住民がホッキョククジラ

島嶼部でマッコウクジラ

最大数10頭レベル

最大数10頭レベル

■先住民捕鯨（IWC非加盟国）■先住民捕鯨（IWC加盟国）

参加国3/4の
支持が必要 議論中断中

条約の附表10ｄの削除

捕鯨実施に
必要なこと

地域管理機関の設置
（国連海洋法）

地域管理機関
を作る

NAMMCOの
下で実施

NAMMCOの
下で実施

商業捕鯨再開のために必要なこれだけの困難

モラトリアムに対する
異議申立を取り下げている

モラトリアムに
異議申立している

モラトリアム決議に
反対の立場で再加盟

できる
沿岸・基地式で実施
（1993年再開）

できる
沿岸・基地式で実施
（2007年再開）

できない

ノルウェー

アイスランド

不要

不要

不要

不要

調査捕鯨ってなんだ？

ナガスクジラ
ヒゲクジラ種
体長：18.8～20ｍ
体重：39.5～43.4t

ニタリクジラ
ヒゲクジラ種
体長：12.6～13m
体重：12～20t

イワシクジラ
ヒゲクジラ種
体長：14m
体重：15.9～17.8t

ザトウクジラ
ヒゲクジラ種
体長：13～14m 
体重：30t

ミンククジラ
ヒゲクジラ種
体長：8m前後
重量：5～10t

ナガスクジラ（南極海）　　　　　　　　　　　　

ザトウクジラ（南極海）　 ±50

調査捕鯨は建前上「商業捕鯨再開のため」に行われていますが、実際には表で示したようにIWCでの実現が困難な合意を必要とします。
脱退したとしても、反捕鯨国を排除した地域管理機関を作ることは困難です。したがって、調査の名の下に鯨肉を生産販売できる現在
の方法を続けるほうが、‘現実的’といえます。（文・図表：佐久間淳子）

政府（水産庁）

政府補助金を追加 政府に報告
IWC科学委員会に情報提供

捕獲枠

25,000

20,501

100イワシクジラ

ニタリクジラ

10

50

マッコウクジラ

IUCN基準

推定個体数（IWCによる） 捕獲枠IUCN基準

EN（絶滅危惧種）　

En（絶滅危惧種）　

LR（低リスク）　

LR（低リスク）
但しJ-stockは
日本哺乳類学会で
保護すべき
地域個体群

DD（情報不足）

DD（情報不足）

VU（危急）

’97/’98  但：南60S夏
42,000（不完全）

～’88/’89
761,000
(現在見直し中）

データ記載なし

データ記載なし

データ記載なし



ミンククジラだけでなく、ナガスクジラ、ザトウクジラ各50
頭を加えたもので、特にホエールウォッチングで人気の高い
ザトウクジラを捕獲対象に含めたことから、国際社会に大き
な動揺を与えました。
  

JARPN　北西太平洋鯨類捕獲調査
Japan’s Whale Research Program in the Western North Pacific

　1994年より開始された北西太平洋クジラ捕獲調査は、日本
の周辺海域のうち三陸沖から東経170度、北はカムチャツカ
の南限までの３つの海区を捕獲海域にし、ミンククジラの個
体群構成を調査することに始まりましたが、その後クジラと
漁業との競合を調査するとして2000年からマッコウクジラ、
ニタリクジラ、イワシクジラを加え、また、2002年から沿岸
の小型捕鯨船4隻にミンククジラの捕獲を委託して行われて
います。主な目的はクジラの個体群解明とともにクジラの食
性を解明し、生態系モデルの構築を目指すというものです。
   

日本鯨類研究所
　母体は1941年に大洋漁業創始者の姓をとり設立された、「中
部科学研究所」。1947年「財団法人鯨類研究所」、1959年に
「財団法人日本捕鯨協会•鯨類研究所」となり、1987年の調査
捕鯨開始時に、調査捕鯨開始時に水産庁の外郭団体「財団法
人 日本鯨類研究所」と改組。

共同船舶
　捕鯨の不振から1976年、大洋漁業（現マルハ）、日本水産、極
洋捕鯨（現極洋）の捕鯨部門を統合して「共同捕鯨（株）」が作
られました。1987年に捕鯨モラトリアムにより、「共同船舶」と改
名、共同捕鯨時代に3社がそれぞれ１船団、あわせて３船団を所
有していたところを１母船団に縮小。３分割して保有していた株
は、1999年、マルハがその保有株を大洋エーアンドエフとデルマ
ールに譲渡。極洋は一部を極洋水産に譲渡。2006年、株はすべ
て財団法人日本鯨類研究所をはじめとする公益法人に譲渡され
ました。

JARPA

海域 目的 期間 捕獲鯨種

南極海（公海）
サンクチュアリ内

●推定個体数  ●自然死亡率  その他の生物的パラメータ　　　　　　　　　　　　　
●個体群構造  ●生態系に果たすミンククジラの役割　
●汚染物質その他

ミンククジラ

ミンククジラ

ミンククジラ
マッコウクジラ
ニタリクジラ
イワシクジラ

1986/7
～2004/5(11~3月)　   

1994～1999/2000

2000～

●ミンク系群解明  ●海洋汚染　北大西洋
（EEZ+公海）

北大西洋

釧路／三陸沖

●生態系モデル構築
●漁業との競合
●海洋汚染　　

沿岸捕獲調査 2000～(4, 5月／9月)

JARPN

JARPN II

JARPAとJARPN

日本鯨類研究所と共同船舶

JARPA　南極鯨類捕獲調査
Japan’s Whale Research Program Under Special Permit in Antarctica

　捕鯨の全面的一時禁止に対し、日本政府は南極のミンクク
ジラの生息数や自然死亡率を調査し、捕鯨を継続してもミン
ククジラ個体数が健全に保たれることを証明するとして、最
初に開始されたのがJARPA(南極鯨類捕獲調査Japan’s Whale 
Research Program Under Special Permit in Antarctica)です。
計画の実施主体は、捕鯨時代に捕鯨各社によって作られた鯨
類研究所を水産庁の外郭団体にし、共同船舶が担い、18年間
で6,800頭のクジラを殺してきました。

　計画の初期段階では、1500頭程度の捕獲数を検討していま
したが、その後、825頭に減らし、また、IWCでの批判を受
け、結果的には300～440頭の捕獲が、2004年まで実施され
ました。一方で、IWC科学委員会の評価をまたずに南極海調
査捕鯨第２期計画の内容が2003年のウルサンIWCで発表され
ました。調査目的に、新たに南極海の生態系の解明を加え、

調査捕鯨を評価する調査捕鯨ってなんだ？

　国内では、海外の反捕鯨世論に対して、捕鯨の正当性について科学的な根拠を示すといいながら、十分な検証なしに「科学」と考

えられている調査捕鯨ですが、果たして国際社会に対して「科学的」な根拠を示すことができるものなのでしょうか？IWCでは、

この間、専門家による検証会議がJARPAについては2006年に開催され、2007年の科学委員会で議論され、JARPNIIについては

2009年に評価会議が開催されています。また、今年は、JARPAIIの６年目の見直しの時期に当たり、科学委員会での議論も行われ

る予定です。世界の鯨類専門家は日本の調査捕鯨をどのように考えているのでしょうか。

　IWC科学委員会は、2006年にJARPAに関する専門家による
評価会議を行い、その結果を、翌2007年の科学委員会で議論
しました。

詳細については
　　http://iwcoffice.org/conservation/jarpa.htm
その抄訳（仮訳）は、　　
　　http://yonemoto.rcast.u-tokyo.ac.jp/m_5_k.html

　評価はJARPAの行った様々な調査について行われています
が、評価の中心となるのは日本政府が調査を開始する目的と
したミンククジラが捕鯨圧に耐えられるほど十分存在するか
どうかでした。しかし、2006年の評価では、根拠となる推定
個体数（目視による調査）、自然死亡率のいずれも18年間の
調査によっては明らかにならなかったと報告されました。

1. 資源量とその傾向 個体数は減少 or 安定 or 増加
　南極海ミンククジラの推定個体数（南極ミンククジラの資
源量の大幅な衰退、大幅な増加、またはおおよその安定）は、要
するに、これまでのところ、激減あるいは激増、あるいは変動
なしという全くわからない状態ですが、 調査方法による不一
致により、まだ科学委員会内で合意された数がない状態です。

2.  自然死亡率推定　ゼロ～不死
　個体数の推定、自然死亡率推定がJARPAの主目的でした
が、自然死亡率については事実上未知（ゼロから無限大）と
18年間の捕獲調査は実を結びませんでした。

3．その他の調査について
　個体群の構造として南極のミンククジラに２系群が存在す
ることが確認されました。現在、これらミンククジラ個体群
の動向については、調査捕鯨とは別の非致死的調査によっ
て、アフリカ西海岸および東海岸で繁殖海域が追跡調査さ
れ、移動の経路が解明され、科学委員会で報告されています
（殺して得られる以上の結果が得られている）。
　オキアミの補食関係における生態系モデリングは、JARPA
の調査範囲では不十分と評価されています（対象範囲がヒゲ
クジラのみで狭すぎ、合意に至っていない）。オキアミの捕
食者はほかにもペンギンやアザラシ、海鳥など多様な生物が
かかわっており、CCAMLRが既に持っている豊富なデータや
研究があるので、同委員会に協力を求めるようIWCが勧告を
出してきましたが、これまで日本政府は協力をあおぐことに
積極的ではありませんでした。

JARPA

JARPN
　JARPN調査は、クジラと漁業資源の競合を解明することを建
前に始められました。「クジラが増えすぎて、漁業を脅かして
いる」という主張に基づき、ミンククジラの餌の種類や重量を
調査しました。しかし、調査の結果では、競合関係が十分解明
されたとはいえないといわれています。魚を一番食べている

のは他の魚です。そして、漁業対象種の減少は、漁業活動

による過剰な捕獲の結果だと考えられます。2009年のIWC本

会議で日本政府は、「クジラが漁業資源を食い尽くすといった
ことはない。関係があるかもしれないから調査している」とコ
メントしました。しかし、一方で国内メディアや評論家があた

かもクジラが増えることで漁業資源が失われるようなキャン

ペーンに追随し、国内世論をミスリードしています。

　国内では、昨年11月に行われた水産海洋学会のシンポジウ
ム「鯨類を中心とした北西太平洋の海洋生態系」において、生
態系の解明に重要な気候変動への視点が抜け落ちていることが
指摘され、また「鯨類の食性や餌生物調査」をしていながら、
当のミンククジラの摂餌行動について、集団なのか個々なの
か、海面か中層か海底かという基本的な質問に答えられないな
ど、参加者から調査内容への不満の声があがりました。
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南極海（公海）
サンクチュアリ内

ミンククジラ
ザトウクジラ
ナガスクジラ

2005/6
～期限なし(11~3月)

●生態系モニタリング  ●鯨類資源の管理目標開発JARPA II

ミンククジラ
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